令和６年度第１期『宇佐市地域資源200％活用支援補助金』申請募集要項
１．制度の目的
　　　本事業は、民間団体等が行う地域資源を活かした商品開発及び地場産品の販売促進に要する経費、また宇佐ブランド認証品の販売促進を図るための生産性の向上に要する経費に対して、一部を市が補助することによって、本市の６次産業創造を推進することを目的としています。
　

２．補助対象事業
補助金の交付対象となる事業は、次に揚げる事業の区分を対象とします。

（１）６次産品商品開発事業

　　　　　６次産品の商品開発等
（２）宇佐ブランド認証品販売促進事業

　　　　　宇佐ブランド認証品の増産など、直接的な生産性の向上を伴う設備・施設整備等

３．応募資格
（１）６次産品商品開発事業

宇佐市６次産業ネットワークに加盟している企業若しくは団体又は宇佐市６次産業ネットワークに加盟している企業、団体若しくは個人が構成員となっているグループであって、次の要件をすべて満たすものとします。
①開発する商品は流通可能な加工食品であること
②市税を滞納していない者
③当該事業の実施に必要な営業許可（許可を必要とする業種の場合）を取得している者（事業完了までに取得できる者）

（２）宇佐ブランド認証品販売促進事業

　　　 宇佐ブランド認証事業者
※ただし、市税を滞納していない者とします。
　　　
４．補助対象経費
　　　補助対象経費は、次の事業に要する費用で別表に掲げる経費とします。
（1） ６次産品商品開発事業

1  宇佐市産の一次産品を活用した加工品（以下「６次産品等」という。）を効果的に販売するためのマーケティング調査及び分析
②６次産品等の試作品づくりやレシピ開発、またはそれに伴う試作品の試食会、アンケート等の実施
③ ６次産品等の改良若しくは試作品の商品化等
④ ６次産品等の販路開拓のための商談会、展示会等の開催又は参加
(２)宇佐ブランド認証品販売促進事業

宇佐ブランド認証商品の生産性の向上に要する施設整備等
※１種類の認証品に対して１回の申請とします。

　　　
　　　※補助金の採択・交付の申請をする場合には、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）の規定による地方消費税額の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して交付申請をしなければなりません。ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りではありません。

５．補助率
補助率は、４項の各補助対象事業ごとに次のとおりとします。
（１）６次産品商品開発事業
① ４項の（１）①及び④に該当する事業　補助対象経費の２分の１以内（ただし、①④とも、各々100千円を上限とします。）
② ４項の（１）②に該当する事業　定額（ただし、100千円を上限とします。）
③ ４項の（１）③に該当する事業　
　　次に掲げるものの中から申請者が選択する補助率
ア　定額（ただし、100千円を上限とします。）　　　　　　　　　　　　

イ　補助対象経費の２分の１以内（ただし、500千円を上限とします。）
（２）宇佐ブランド認証品販売促進事業

補助対象経費の２分の１以内（ただし1,000千円を上限とします。）
（３）６次産品商品開発事業については、（１）の規定にかかわらず、同一申請者への補助額は年度ごとに600千円を上限とします。
（４）宇佐ブランド認証品販売促進事業については、（２）の規定にかかわらず、同一申請者への補助額は年度ごとに1,000千円を上限とします。
（５）（１）及び（２）の規定にかかわらず、次に掲げる場合は本補助事業により生じた利益と補助金とを相殺するものとします。
①　４項の（１）②に規定する事業により開発、改良した６次産品等を試験的に販売し利益が生じた場合
②　４項の（１）④に規定する事業により開催した商談会、展示会等において、参加料等を徴収し利益が生じた場合
③　その他本補助事業により生じた利益と補助金を相殺することが適当と認められ
る場合
　　　（６）他から補助等を受ける場合は、本補助事業の対象外となります。
６．採択申請手続き等
　（１）申請区分
　　　　原則として、公募とします。ただし、緊急を要する場合等で市長が特に認めるときはこの限りではありません。
（２）提出書類
申請者が提出する書類は、次のとおりとします。
	提出書類
	1 補助金採択申請書
2 事業計画書
3 収支予算書
4 補助事業に要する経費を証する書類（見積書等の写）

5 事業実施体制図

6 収支計画書
7 生産計画書

8 施設図面・機器カタログ
9 機械・機器等導入前、工事施工前（事業実施前）の写真
10 製造工程表（製造工程及び各工程の所要時間がわかるもの）
11 その他市長が必要と認める書類

	提出部数
	１部

	注意事項
	用紙サイズは、原則としてA４サイズで統一すること。


　　　　　注：⑥～⑩については、宇佐ブランド認証品販売促進事業に限る。
　　　　　　　①～③、⑤～⑦については所定の様式を使用すること。
　　　　　　　
　（３）採択等通知
採択申請の受付期間終了後、審査を行ったうえで、その結果（採択又は不採択）について、後日、申請者宛てに通知します。
　（４）補助金交付申請
　　　  採択通知を受けた申請者は、改めて補助金交付申請を行うものとします。なお、市税の滞納がないことを確認するため、補助金交付申請時の添付書類の一つとして、「宇佐市税の滞納のない証明書」を提出してください。
（５）採択申請の受付期間
　　　令和６年４月３０日（火）午後５時までとします。（郵送不可）
（６）提出先
　　　宇佐市役所経済部観光・ブランド課ブランド推進係　ＴＥＬ ２７－８１５６
（７）その他
・採択された場合であっても、予算の都合等により希望金額が減額される場合があります。
　　・申請書の提出は原則申請者が行ってください。
７．審査
審査にあたっては、下記の項目を評価基準とし、審査機関において総合的な観点から審査を行います。ただし、６項の（１）の規定に基づき、緊急を要する場合等で市長が特に認めるときは、この限りではありません。
　　・計画性（事業の主旨・目的が明確で適切か、事業計画に具体性があるか 等）

　　・有効性（費用対効果が見込めるか 等）
　　・実現性（実現に向け熱意をもっているか 等）

　　・先進性（新しい試みや工夫がなされているか）
　　・発展性（他団体等との連携、他産業への波及などが期待できるか　等）
　※先進性については６次産品商品開発事業に限ります。
　※審査の際にヒアリングを実施することがあります。
８．補助対象事業を行う期間
事業計画書における事業実施期間は、令和７年２月末日までに事業が完了（経費の支払いを含む。）するよう計画してください。
　　　市からの補助金の交付決定通知前に行った事業（発注を含む。）や令和７年２月末日を過ぎて行った事業（経費の支払いを含む。）は原則として補助対象となりません。
　　　もし万が一、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに市に報告し、その指示を受けてください。年度内に事業が完了しない場合には補助金のお支払ができません。
９．補助事業の条件
　　補助金の交付決定に際し、パッケージについて市と協議の上作製することなど、市から条件を付すことがあります。
　　　　　
10．計画変更
　　補助金の交付決定後に事業の計画変更等をする場合は、事業計画変更承認申請書（様式第６号）及び必要書類を提出し、承認を受けてください。ただし、各事業区分における補助対象経費の30％以内の変更又は補助対象経費の科目の額の30％以内の変更（補助金の額に変更を及ぼさない場合に限る。）であって、補助目的の達成に支障がないと認められる場合はこの限りではありません。（あらかじめご相談ください。）
11．事業実績の報告
　　申請者は、事業が完了したときは、事業完了後30日以内に事業実績報告書（様式第11号）に次の書類を添えて提出しなければなりません。
（１）６次産品商品開発事業　
①事業実績書（様式第12号）　 　②収支決算書（様式第13号）
③成果物及び取り組み状況写真　　
④契約書、領収書等の写し（支払いの内容が確認できるもの）
⑤当該事業の実施に必要な営業許可（許可を必要とする業種の場合）
※4.補助対象経費の（１）6次産品商品開発事業③の申請（6次産品等の改良若しくは試作品の商品化等）の場合のみ、営業許可書の写しを提出。

⑥その他市長が必要と認める書類
（２）宇佐ブランド認証品販売促進事業
①事業実績書（様式第12号）　②収支決算書（様式第13号）
③工事契約書、領収書の写し（支払いの内容が確認できるもの）
④施設整備費にかかる費用のわかる書類（設備購入・工事発注業者からの請求書、納品明細書等の写し等）
⑤施設設置位置図　　⑥機械・機器等、工事施工前・施工後の写真
⑦その他市長が必要と認める書類
※１　補助事業者は、実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税等仕入控除税額を減額して報告しなければなりません。

※２　実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、その金額（※２により減額した場合には、その金額を減じた額を上回る部分の額）を別に定める消費税仕入控除税額等報告書により速やかに市長に報告するとともに、市長の返還命令を受けてこれを返還しなければなりません。

12．補助金の請求
　　補助金の交付を請求しようとするときは、補助金交付請求書（様式第15号）に補助金交付決定通知書の写しを添付して提出するものとします。概算払いと精算払いのいずれかの方法で請求することができます。ただし、概算払いを希望する場合は、事業採択後の補助金交付申請の際にお申し出ください。
13．補助金の返還等
　　虚偽や不正な行為で補助金の交付を受けた場合など補助金の交付が不適当であると認められる場合は、交付決定を取り消し、補助金の返還を求めることとなります。
14．事業実施状況報告

　　事業完了年度の翌年度から起算して３年間は、実施状況報告書(別紙１)にて申請時の事業計画を踏まえた生産・販売に係る状況等について報告してください。
15．関係書類の整備及び保存
　　補助事業者は、補助事業に係る帳簿及び関係書類は、補助事業後５年間保存するものとします。
16．事業内容の公表
　　本補助金を受けて実施した事業の成果については、市ＨＰや広報等で公表することがありますのであらかじめご了承ください。

17．その他
　　本募集要領や提出様式、補助金交付要綱は観光・ブランド課で配付するほか、市のホームページから印刷することもできます。
　　本事業を活用し開発した商品は、市が設けるお披露目の場に出席し商品紹介、試食提供等を行っていただく場合があります。

別表

	補助対象 　区  分
	   区         分
	経費の種類

	６次産品商品開発事業

	報償費関係
	外部からの講師等謝金、調査・研究の謝金等

	
	旅費関係
	講師及び補助事業者の交通費（実費。ただし、燃料費を除く。）、宿泊費、通行料（実費）

	
	消耗品費関係
	事業実施に必要な消耗品費

	
	印刷製本費関係
	チラシ、ポスター等の印刷費

	
	役務費関係
	事業実施に要する送料、手数料、広告料

	
	委託料
	専門的な分野に関する業務委託費（パッケージデザイン費、栄養成分分析、賞味期限検査など。）

	
	使用料及び賃借料関係
	会場使用料、機械等の借上料

	
	原材料費関係
	事業に直接要する原材料費

	
	備品購入費関係
	事業に必要最小限の機材、備品の購入費（ただし、補助対象経費の２分の１以内とする。）

	
	その他の経費
	市長が特に認める経費

	宇佐ブランド認証品販売促進事業
	施設整備費
	認証品の生産性の向上に必要な生産加工施設及び機械等の整備に要する経費


注1：汎用性の高いホームページ作成費用は補助対象経費としません。
注2：社会通念上、補助することが適当と認められない経費については、補助対象経費としません。
